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マン政権が 1945年 4月から 6月末までの間に行った原爆の対日使用問題と原
爆の国際関係上の問題の検討作業を取り上げている。著者はトルーマンが前大
統領の方針を継続する方向を採ったが、原爆の実現の可能性が現実のものとな
りつつある中で、委員会による問題の諮問を行ったと主張する。その過程で政
策決定者たちは、一部の科学者から挙がった事前警告案を退けて、都市に対す
る原爆の無警告での実践使用を決定する。彼らにとって原爆の実践使用は原爆
の危険性を世界に示して平和に貢献するものだった。また、原爆の開発につい
てソ連にどのように伝えるかということも重要な問題となった。スティムソン
陸軍長官は当初ソ連に原爆開発の事実を原爆使用の事前には伝えないという立
場を取っていた。しかし、彼と暫定委員会は、暫定委員会の科学顧問団や「フ
ランク報告」と同じ立場である原爆開発の事実だけでなく日本への実践使用の
見込みを事前に知らせるべきであるとの立場を取るようになる。ここでは戦後
の米ソ関係が原爆の対日使用との関連で結びつけられていたと示される。
第 4章では日本を降伏させるための選択肢の中でトルーマンたち政策決定者
が検討した手段の中から、日本の天皇制の容認（すなわち無条件降伏要求の緩
和）、ソ連の対日参戦、日本本土への侵攻作戦の実施という 3つの手段を取り
上げている。本書もトルーマン政権が 1945年の夏に原爆投下か犠牲の多い日
本本土への侵攻作戦という 2択に迫られていたわけではなかったという立場を
取る。「統合学派」の研究で明らかになったように、ソ連の参戦を待つ、無条
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件降伏の緩和、空爆と海軍の封鎖の強化および続行、日本の和平努力の様子を
探るなどの選択肢が存在していたのである。本書はそれらのうち政策決定者に
よって考慮されていた 3つを原爆と戦後秩序との問題と関連づけて論じてい
る。特に無条件降伏の緩和に関して、日本を降伏させるための降伏勧告声明で
はソ連からの日本への外交的関与が望ましいが、その手段は戦後処理において
ソ連の発言を強める恐れがあるというアメリカのジレンマがあったようだ。次
に、政策決定者たちはソ連参戦でもアメリカによる日本本土侵攻が降伏のため
には必要と考えていたようである。さらに、日本本土侵攻作戦においても、原
爆がそこにどう絡んでくるかは会議の議事録からは語られることはなかったよ
うでもある。しかしながら、原爆との関連で言えば、トルーマン政権の対ソ政
策は、ポツダム会談の日程の意図的な遅延など、原爆開発の成功と結びつけて
いられて構想されていた。そういう意味で確かに「原爆外交」は実在したと本
書は指摘している。
第 5章はポツダム会談を舞台にして展開した原爆と外交をアメリカからの視
点で分析している。これまで研究上では新史料の発見によって混乱が生じてい
た。というのは、一方では「これで戦争を 1年早く終えられる」とソ連参戦を
喜ぶトルーマンが、同日の自身の日記に「ソ連が参戦する前に日本人は参って
しまうと思う。マンハッタンが彼らの本土にあらわれれば、日本人はそうなる
とだろうと確信している」と原爆だけで日本を降伏させることができると思わ
れる内容を日記に書き込んでいるのだ。本書ではその問題の解決が行われる。
米国内の史料上の誤解を指摘して新たな解釈を生み出す場面は非常に刺激的で
あり、本書の真骨頂であると言えるだろう。結論として、アメリカはソ連が参
戦する前に原爆によって単独で日本を降伏させられるということは考えていな
かったようである。従来の「修正主義学派」によると、アメリカはポツダム会
談において日本の降伏条件の緩和を拒み、ソ連の参戦日時を少しでも遅らせる
ことによって原爆での降伏の機会を窺っていたようであるが、史料によるとそ
の可能性は薄そうである。しかしながら、これは「原爆外交」を否定するもの
ではなく、原爆の対日使用において対ソ的な要因があったことを本書は否定し
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ていない。
また、ストーン覚書と呼ばれる原爆投下の目標と計画を描いた覚書も目標の
4つの都市のいずれもが重要な軍事拠点であることを強調している。この覚書
が政策決定者たちに原爆投下作戦の正当性を印象づけるものであって、トルーマ
ンにとっても原爆投下の正当性を提供する覚書であったと著者は指摘している。
終章では今までの各章の総括がなされる。そして、原爆の開発から使用まで
の過程から 2つの「教訓」が引き出される。1つは、政策決定者たちの放射線
への無知であること、あるいは無関心であることから、政策決定者には正確な
科学情報が伝えられて、それの理解と検討が必要であるということだ。もう 1
つは、原爆の出現に国際社会を備えさせる準備が不足だったことから、公共政
策においては常に革新的な科学技術には十二分な政策考慮が必要だということ
が指摘されている。
補章ではアメリカがなぜ二発の原爆を短期間の間に日本に対して使用したの
かという問題に関して、インターネット上においてしばしば語られる 2種類の
異なる原料の原爆による人体実験説が検討される。史料に基づいて丁寧に情報
を読み解けば、アメリカは当時使用可能であった原爆を使用した結果たまたま
2種類の原料が異なる原爆が投下されたという結論に行き着くようである。著
者の言うように、原爆関連では「ウォーナー伝説」のような根拠の薄い説が流
布されることがあり、人体実験説も批判的検討がなされなければそのような伝
説の一部となりうるものであったであろう。
以上非力ながら、本書の概略を紹介してきた。本書を通じて原爆開発決定か
ら投下の決断までの政策、外交プロセスをアメリカ側の視点から理解すること
ができる。このような一次史料に基づいたアプローチこそが、様々な風説が飛
び交う現代史の分野において正確に当時の状況を理解するために必要なことで
はないだろうか。本書は広い国際関係としての原爆投下の外交、政策プロセス
をアメリカの史料を通じて、新たな枠組みとして提示してくれるものである。
同時に、精緻な研究から引き出される「教訓」は、科学技術に対して我々が立
ち向かう方向性を示すものであろう。
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